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社会・産業の基盤づくりから個社企業の経営革新まで。
経営環境をトータルにみつめた、コンサルティングを提供します。

個々の企業の経営課題から社会・産業基盤まで視野を広げ、課題解決を図る。
それが富士通総研のコンサルティング・サービス。複雑化する社会・経済の中での真の経営革新を実現します。
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お客様のニーズにあわせ、各産業・業種に共通する、多様な業務の改善・
改革を図ります。経営戦略や業務プロセスの改善などマネジメントの側面、
そしてICT環境のデザインを通して、実践的な課題解決策をご提案します。

業種別コンサルティング
金融、製造、流通・サービスなど、各産業に特有の経営課題の解決を図りま
す。富士通総研は、幅広い産業分野で豊かな知識と経験を蓄積しており、
あらゆる業種に柔軟に対応するコンサルティング・サービスが可能です。

国や地域、自然環境などの経営の土台となる社会・産業基盤との全体最適
を図ることで、社会そのものに対応する真の経営革新、業務革新を実現
します。
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普及段階にきた学びのデジタル革命と
新たな潮流 
─第三の波：学びのデータ革命─

初等中等教育における「教育の情報化」の取り組みが広がっています。文部科学省「平成26年度 学校における

教育の情報化の実態等に関する調査結果（速報値）」（平成27年3月現在）によると、コンピュータ、ネットワーク、

電子黒板等のICT環境の整備率（全国平均）はすべて上昇し、教員のICT活用指導力（全国平均）についても、すべて

の観点で向上しています。特筆すべきは、タブレット型コンピュータの導入が急速に進んでいることです。同調

査によると整備台数は、36,285台（平成24年度）、72,678台（平成25年度）、156,356台（平成26年度）と過去 

3年間、毎年倍増のペースで拡大しています。

株式会社富士通総研
経済研究所　主任研究員

蛯子　准吏

❙❙執筆者プロフィール

特  集

蛯子　准吏（えびこ　ひとし）
株式会社富士通総研　経済研究所　主任研究員

東京理科大学理学部物理学科卒。ボーズ株式会社、長野オリンピック冬季競技大会組織委員会、富士通株式会社
を経て、2003年より株式会社富士通総研 公共コンサルティング事業部に出向。専門分野は行財政改革、情報化戦
略。2007年4月～2009年12月まで内閣府地方分権改革推進委員会事務局に出向。2009年9月 株式会社富士通総研  
公共コンサルティング事業部 マネジングコンサルタント。2012年4月 北海道大学 公共政策大学院 教授。2015年
4月より現職。
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1. 普及段階へと移行した学びのデジタル革命

この動きは、単に最新型のコンピュータの導入が進

んでいることを示しているわけではありません。これ

まで多くの学校では、コンピュータを使った授業はパ

ソコン教室など特定の場所で行うことを前提としてい

たため、デスクトップ型コンピュータを導入してきま

した。タブレット型コンピュータの導入は、普通教室

での利用を想定したものです。ICT環境の導入目的が、

コンピュータの操作技能を学ぶことから、普段の授業

の学習効果を高めるために活用することへと変化しつ

つあることの表れと言えます。数年前まで少し遠い未

来のこととされていた「ICTを活用した新たな学び」は、

実証研究を中心とした試行段階から環境整備を中心と

した普及段階へと移行しつつあります。（図1）

2. 第一の波：教材・教具のデジタル革命

教育分野におけるICT活用は、主に3つの観点から進め

られています。第一に教材・教具と学習管理の革命です。

古くはパーソナルコンピュータの黎明期より研究が進

められ、認知科学、教育工学等の研究と併せデジタル

化のメリットを活かした教材や教育手法等の研究が進

められてきました。その代表的な成果がeラーニングです。

場所や時間の制約を受けずに、インターネットに接続

されたコンピュータから動画などを活用したマルチメディ

ア教材を通じ学習し、その学習履歴を管理することで、

個々の学習者に合わせた学習効果の高い学びを具現化

してきました。ソーシャルメディアの活用をはじめ交

流の要素を取り入れるなどの新たな取り組みも見られ

るものの、基本的にはコンピュータが個人の専任教師

となるオーダーメイド型の教育を目指してきたと言え

ます。近年、ディープラーニングなど人工知能の最新

技術を活用した教育コンテンツが登場していますが、

デジタル化の特性を活かす基本的な考え方は、黎明期

からあまり変わっていないと言えるでしょう。この革

命は、学習効果を高めるためのベストプラクティスを

探すことが至上命題となっているがために、教材が洗

練されるほど学びの自由度と主体性が損なわれ、どの

ように学ぶかを育むことができない「学びのモルモット化」

を引き起こす危険性が高まるというジレンマを抱えて

います。

特  集

普及段階にきた学びのデジタル革命と
新たな潮流

●図1　初等中央教育におけるタブレット型コンピュータの導入実態
 出典：文部科学省「平成26年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（速報値）」（平成27年3月現在） 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/__icsFiles/afieldfile/2015/11/06/1361388_01_1.pdf
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3. 第二の波：コミュニケーション革命

第二の学びのデジタル革命は、タブレット型パソコン、

無線LANの登場により誕生した革命です。タブレット型

コンピュータは、学びに新たな観点を提供しました。

それは、「学びの場」におけるコミュニケーション革命で

す。現在、様々な研究が実施されているICTを活用した

新たな学びは、主に学校の「教室」での活用を想定して

います。これは、普通教室に、電子黒板、無線LAN、 

1人1台での利用を前提としたタブレット型コンピュー

タを導入し、教室という学びの場でしかできないことを、

デジタルの持つ特性を活かし、より強化していく取り

組みです。この普通教室のデジタル化が注目されてい

る背景として、初等中等教育で身に付けるべきとする

資質・能力が変わりつつあることが挙げられます。教

育課程の基準等のあり方等について検討を進めている

中央教育審議会では、これまでの基礎的な知識・技能

の習得に加え、経済社会構造の変化に対応できる能力、

すなわち課題を自ら発見し、様々な人たちと協力し、

解決に向かって取り組むことができる能力を育むこと

が必要であるとし、主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆ

る「アクティブ・ラーニング」）やその指導方法を充実さ

せる必要があるとしています。その実現に向け、ICTが

持つ特性を効果的に活用することが期待され、様々な

実証研究が行われています。

現在進行形の革命であるため、そのあり方も確たる

ものとして成熟している段階にはありません。しかし、

その鍵となる重要な要素が明らかになってきました。

それは、思考過程の「可視化」と「共有」です。これを可

能にする情報システムは、極めてシンプルなものです。

それは、児童・生徒に1人1台配布されたタブレット型

コンピュータ、黒板の横に設置された電子黒板、デー

タをやり取りする無線LAN、情報のやり取り等を制御す

るソフトウェアで構成されています。言うなれば、ノー

トをタブレット型コンピュータに、黒板を電子黒板に

置き換えただけとも言えるものです。しかし、このシ

ンプルな仕組みが可能にする思考過程の「可視化」と「共

有」は、学校の授業におけるコミュニケーションのあり

方を大きく変革しようとしています。この仕組みが導

入された教室では、個々の児童・生徒がタブレット型

コンピュータに自分の意見を書き込み、電子黒板など

で瞬時にクラス中の意見を共有することができます。様々

な意見があることを知り、気づきを得ることで、単に

与えられた知識を記憶するのではなく、自らの考えと

他者の考えの違いを認識した上で主体的に知識を獲得

する学びを促進するともに、協力して課題を発見し、

解決するための基礎素養を育む機会を日々の授業の中

で得ることができます。長年、この仕組みを活用した

授業を実践している先進校では、全国学力調査のB問題

（知識活用力）の点数が上がるなどの効果が確認されて

います。今後、求められる「主体的・協働的な学び」を

具現化する、重要なコミュニケーション基盤となるこ

とが期待されています。

4. 第三の波：データ革命

第三の学びのデジタル革命は、日々の学習活動の記

録と活用を目的としたデータ革命です。ICTを活用した

授業を実践している先進校においても、教員が電子黒

板に提示するデジタル教材は、蓄積され再利用されて

いるものの、児童・生徒が授業中に生成した学習デー

タはその授業中にだけ利用され、その後、利用される

ことはほとんどありません。デジタル化の最大の特性

である「蓄積・整理・分析・再利用」の機能を活かした

学びは、まだ発展途上の段階にあると言えます。

この新たな革命は、2つの方向で進んでいくと予想さ

れます。1つは、非構造化データも含め、あらゆるデー

タを活用しようとする取り組みです。より学習効果の

高い指導や学習方法の開発のため、ビックデータ的観

点から様々な情報を大量に蓄積し、多面的に分析する

などの活用方法が想定されます。そのデータには教材

やノートなどの記録にとどまらず、何を見ていたかな

ど直接学習には関係しない間接的なものも含まれるか

もしれません。
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もう1つは、収集するデータを絞り込み、構造化した

後に活用しようとする取り組みです。日々の学習の記

録を凝縮したデータを抽出し、蓄積・分析することで、

振り返り学習や指導方法の改善などに役立てるなどの

活用方法が想定されます。大量のデータを分析する必

要がないため、実現性の高い取り組みであると言えま

すが、何のデータをどのようにして凝縮し、構造化し

たらよいのかを明確に定める必要があります。現在、

広島市立藤の木小学校において、株式会社富士通総研

と日本文教出版株式会社様が共同で実施している「デジ

タルワークシートを活用した実証研究」（注1）（注2）では、ワー

クシートに着目し、学習記録データの凝縮と多目的な

活用に向けた研究を進めています。

このデータ革命と分類した2つの取り組みはデータ活

用のアプローチとしては異なりますが、いずれも現在

利用されていない学習記録データを通じ、「学習過程を

可視化」しようとする取り組みであると整理できます。

この取り組みは、第一の波である教材・教具のデジタ

ル革命と第二の波であるコミュニケーションのデジタ

ル革命のどちらに重きを置くかにより、その活用のあ

り方は大きく異なるものとなるでしょう。第一の波の

場合は、合理的・効率的な知識の習得という目的の達

成に向け、「正しい」学習方法を機械が児童・生徒に提案

する等の使い方が想定されます。第二の波の場合は、

学習過程をより良いものにするために、児童・生徒が「自

ら発見する」または「協働で発見する」ためのきっかけを

機械が提供するなど、学習者の主体的な学びを促進す

る等の使い方が想定されます。今後、双方の観点から

実践研究が実施されるものと思われますが、学びのデー

タ革命は、使い方によっては学びの進化と退化のどち

らにも作用します。どのように学ぶかを育むことがで

きない「学びのモルモット化」を引き起こすリスクがあ

ることを念頭に慎重に取り組む必要があります。技術

的には、そう遠くない将来に学びのデータ革命は到来

します。人と人との学び合いを促進するためにICTを活

用するのか、人に代わる存在としてICTを活用するのか、

その両者はどこまで融合させるべきなのかといった、

知識情報化社会における学びとICTとの関係を踏まえ、

学びのデータ革命を推進することが求められます。（図2）

（注1）  株式会社富士通総研 プレスリリース『学びを変える「デジタ
ルワークシート」の実証研究を開始』

  http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/news/
press-releases/2015/0831info.html

（注2）  蛯子准吏（2015）『一人一台の情報通信端末環境における学
習データの多面的活用 ─デジタルワークシートを活用した
実証調査からの考察─』第41回全日本教育工学研究協議会
全国大会 発表論文

  http://www.fujitsu.com/jp/Images/2015-12-1-ebiko-
report.pdf
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●図2　学びのデジタル革命の段階とデータ活用の2つの観点
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個々人に合わせた合理的・効率的な学習に向け、
デジタルの特性を活かした教材・教具を具現化する
取り組み

「アクティブ・ラーニング（主体的・協働的な学び）」
を促進する「学びの場」を形成する取り組み

学びを通じて生成される情報（データ）を活かし、
個々人の「学習過程」をより良いものにする取り組み
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ICTを活用した学びのイノベーション

21世紀を生きる子供達に必要な能力を育むためにICTで貢献できることは何でしょうか？　そして富士通はど

のようなビジョンを掲げて取り組んでいるのでしょうか？

本対談では、「ICTを活用した学びのイノベーション」というテーマで、富士通株式会社 行政・文教システム事

業本部の中尾本部長代理、公共・地域営業グループ文教ビジネス推進統括部の纐纈統括部長、次世代教育ソリュー

ション統括部の宇野部長、政策渉外室の大島マネージャー、株式会社富士通総研（以下、FRI）公共事業部の佐藤

シニアコンサルタントに語っていただきました。進行役はFRI公共事業部の河合事業部長です。

フォーカス

対談者（写真左から）
宇野　　剛：富士通株式会社 次世代教育ソリューション統括部 第二ソリューション開発部長
河合　正人：株式会社富士通総研 公共事業部長
纐纈　芳彰：富士通株式会社 公共・地域営業グループ 文教ビジネス推進統括部長
中尾　保弘：富士通株式会社 行政・文教システム事業本部 本部長代理
大島　喜芳：富士通株式会社政策渉外室 マネージャー
佐藤　善太：株式会社富士通総研 公共事業部 シニアコンサルタント
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1. 対談者各自の教育との関わりとは？ 

河合　21世紀を生きる子供達に必要な能力とは、知識

の蓄積だけでなく、知識や情報を活用して新しい価値

を生み出したり、情報通信技術（ICT）を活用して、それ

をさらに効率よくすることだと、最近、各所で言われ

ています。文部科学省が2011年に発表した「教育の情

報化ビジョン」でも、知識の蓄積だけでなく情報の活用

が謳われていますし、それを実証しようという取り組

みが総務省のフューチャースクール（注1）、そして文部科

学省の学びのイノベーション事業（注2）でした。そのよう

に教育の質が変わってきて、先生が一方的に教える形

ではなく、児童の個に合った教育や児童同士での協働

といった様々なやり方が出てきています。大学入試制

度改革、高大接続という動きもあり、小学校、中学校、

高校の教育の形も変わっていくと思います。今回は教

育分野に関わっている方々と、これからの教育の方向

性や富士通の取り組みについてディスカッションした

いと思います。まずは皆様のご担当をお話しください。

河合　正人（かわい　まさひと）
株式会社富士通総研　公共事業部長
1981年 富士通株式会社入社。文教、公共分野のシステムエン
ジニアを経て、2001年からコンサルティング事業部で公共部
門を担当。2007年より株式会社富士通総研の公共事業部長と
して、主に官公庁、自治体、文教分野における経営戦略、情報
化戦略の立案支援、および各種実証事業等の政策推進に関わる
コンサルティング部門を統括。富士通株式会社 公共営業本部
兼務。

中尾　私は行政・文教システム事業本部でソリューショ

ン開発と全国のフィールドSEの責任者をしています。我々

のソリューションも以前は業務中心で、例えば大学の

事務システムや図書館システムでしたが、基盤のイン

フラはクラウドに移行すると予想される中、ここ数年、

教育の本丸に刺さるソリューションを企画しています。

もちろん既存分野も大事ですが、文教という分野だか

らこそ新しいソリューションを発信していく必要があ

ると考えています。

纐纈　私は公共・地域営業グループ文教ビジネス推進

統括部で、全国の支社・支店の文教営業に対する支援

をメインとして、パッケージやサービスの販売推進、ユー

ザー会の事務局といった活動をしています。小中高、

大学、ソリューションという3つの軸で活動していますが、

大学や小中高におけるニーズも大きく変わりつつあり

ますので、そこを全国のお客様に直接接する営業と一

緒に進めていくことをミッションとしています。

宇野　私は行政・文教システム事業本部、次世代教育

ソリューション統括部で、初等中等教育市場向けのソ

リューション開発を担当しています。まずは、社内に

点在しているソリューションを集約することから始め、

現在は学習情報を活用したソリューションを中心に展

開を行っています。そうした中で、「明日の学びプロジェ

クト」や奈良教育大学との実証を通し、より有効なソ

リューションを求め、ブラッシュアップを行っている

ところです。

大島　私は政策渉外室で、教育を軸として、文部科学

省や総務省をはじめとした政府、官庁とのやりとりを

しています。教育は今、非常に大きな転換点を迎えて

おり、産業競争力会議や教育再生実行会議で、教育の

今後のあり方が日本のこれからのあり方と併せて議論

されています。そういった目標に対し、文部科学省、

総務省はじめ各省庁から施策が出されている中、富士

通としてどう社会へ貢献していけるのか、またビジネ

フォーカス

ICTを活用した学びのイノベーション
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スとしてどのようなソリューションを提供すべきかを、

本日いらっしゃる皆さんと共に議論している状況です。

佐藤　私はFRI公共事業部で大学向けに情報システム導

入支援や教学改革支援のコンサルティングを行ってき

ましたが、最近は初等中等教育向けの仕事が多くなっ

ています。「フューチャースクール推進事業」、「学びの

イノベーション事業」という1人1台のタブレットPCや電

子黒板を利用した大規模な実証事業に携わったほか、

国や有識者と連携しながら今後の教育情報化の方向性

に関する提言を行う業務などに従事してきました。そ

の中で、先進的な取り組みをしている国内外の学校、

自治体、企業との意見交換やインタビューも重ね、現

状や新たな課題などを明らかにしてきました。

2. 「教育の本丸」とは？

河合　先程、「教育の本丸」という話が出ましたが、「教

育の本丸」とは何でしょう？

中尾　よく教育にICTが必要なのかという議論がありま

すが、どの部分にICTを使うかが問われているのであって、

全部否定するかしないかという話ではありません。機

械対人間ではなく、人間と人間の間を支えるICTという

意味での教育の質の向上に携われたら、そこが本丸で

はないかと思っています。システムだけでなくデータ

にも価値があると思うので、データを活用して、いか

に人と人とのコミュニケーションを良くして教育効果

を高められるか、可視化によって学生・児童のモチベー

ションをどう上げていくか、そういうことが今後のテー

マになっていくと思っています。

宇野　教育の質の向上はICTを使わずともできると考え

られますが、情報活用能力を高めるという文部科学省

のビジョンに対して、児童生徒がICTを使うからこそで

きることを考えなければと思います。そして富士通と

しては単なる手段としてだけでなく、そこから導き出

せるものをソリューションに組み込みたいと考えてい

ます。

中尾　これだけ皆がスマートフォンもPCも持っている

世の中では、もう使う使わないの議論ではないと思い

ます。どこの部分を活かして使うかという話ですね。

中尾　保弘（なかお　やすひろ）
富士通株式会社　行政・文教システム事業本部長代理
1987年 株式会社富士通九州システムエンジニアリング入社。
九州地区の大学分野フィールドSE活動を経て、2006年より、
富士通株式会社にて、全国大学分野パッケージ開発およびフィー
ルドSE活動に従事。2013年より現職。近年は文教ソリューショ
ンの責任者として、新分野である小中高分野のソリューション
開発やデータ活用分野のソリューション開発等、教育の質向上
のためのソリューション開発に取り組んでいる。

宇野　同じ授業シーンでも、ある先生は「ICTを使った方

が効果あり」と言い、別の先生は「これまで通りでやっ

た方が効果あり」と言うように、人によって捉え方が違

います。そこに先生方の今までのやり方やICTに対する

考えが表れます。ICTを使う効果は不透明なところがあり、

我々が効果の見える化を行う必要があると思います。

中尾　「21世紀に生きる力」という話がありましたが、

知識一辺倒ではなく、非認知スキル（注3）、21世紀スキ 

ル（注4）といったものに対する教育で一番難しいのは、ア

クティブラーニングを中心とした教育方法問題もあり

ますが、一方では、それをどう評価するかというとこ

ろです。もちろんアナログの部分も必要ですが、情報

を大量に一気に評価・伝達する分野こそICTの力が発揮
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フォーカス

ICTを活用した学びのイノベーション

されると感じます。音声データや画像データをうまく

処理しながら、そういう非認知スキルの育成に役立て

るのではないでしょうか。

佐藤　私も昨年、ICT活用に取り組む多くの学校でお話

をお伺いしましたが、先進的な取り組みで全国的に有

名なある高校の先生も、ICT活用のわかりやすい成果と

して、すぐに学力面の成果を示すのは難しいと仰って

いました。ICTで新しいスタイルの授業を行うと、生徒

に積極性が生まれ、生き生きとした表情が見られるよ

うになったことを重要な変化と認識されていました。

現場で感じているこうした変化を含めて、もう少し多

面的な尺度でICT活用の意義が評価されるようになると、

学校現場でのICT活用の普及も加速していくのではない

かと仰っていました。日本と同様にICT教育を広めよう

としているフィンランドの政府や学校にもお話を伺い

ましたが、子供達は学校でICTを学ぶ前に、オンラインゲー

ムでPCの使い方を覚えたり、世界中の人とコミュニケー

ションして英語を自然に身につけるようになっている

ということでした。学校教育より先に日常生活でICTが

子供達自身を変えている中で、学校教育だけが変化に

対応できていないと話されていましたが、それは日本

も同じだろうと思います。

大島　同様の話はカナダ ブリティッシュ・コロンビア

州（注5）でも伺いました。すでにこれだけICTが広まって子

供達が家庭でも使っている状況で、なぜそれを止めな

ければいけないのかと。これからの世の中はICTを使い

ながら生活していくのであれば、そのために必要なこ

とを学校でしっかり教えることが世の中の発展のため

になるのではないか、というお話でした。

3. 富士通の教育ビジョン策定の背景と狙い 

河合　7月に富士通の教育ビジョンが出されましたが、

その背景や狙いをお聞かせください。

中尾　今までのようにパッケージやソリューションを

売るだけでは単なるシステムベンダーの域を破れない

ので、教育に対する考え方に共感してもらい、パートナー

として共に作って行くことが富士通の強みだと考えた

のです。社内で人材育成に関わる人達と一緒に、富士

通の今後の人材育成に関する考え方をまとめ、お客様

に発信し共有していくというアプローチということで、

政策渉外室を中心に社内の人材育成に関わるいくつか

の部署と連携し、教育ビジョンを作りました。

大島　あとは人材開発室やコーポレートブランド室、

富士通研究所、富士通デザインにも入ってもらい、ヒ

アリングや意見交換にはFRIにも参加してもらいました。

環境出前授業や富士通キッズプロジェクト、数学オリ

ンピックや情報オリンピックへの支援、富士通コンピュー

タテクノロジーズが進めている家族ロボット教室など

の各観点や、富士通の中に点在している取り組みはど

ういう思いでやっているのかを伺い、抽出されたもの

をまとめて教育ビジョンを作成したのです。まだ第1版

ですが、今後、様々な人にコメントをもらって、より

深く進化したものになればと思っています。

中尾　人材像は大体一致してきて、今までの知識偏重

ではなく、今後は予測困難な変化を受け入れて自分の

力にして成長して行く、能動的な学びを続けられる人

が成功していく、そういう人を作るために能動的に学

び続けるとはどういうことか突き詰めていく感じです。

富士通の教育ビジョンで大切だと考える4つのキーワー

ドの中で一番富士通らしいのが、ものづくりによって

学んで行く“Learn by Making”です。これはカナダの

デジタルメディア大学院大学（CENTRE FOR DIGITAL 

MEDIA）と共に「学ぶ」というコンセプトを分解した際に

出てきたものですが、我々のアイデンティティでもあり、

日本もそれで発展してきたので、そういう気持ちを捨

ててはいけないと思いました。ものを作っていく楽し

さがさらなるモチベーションを生み出していく、学び

続けるということではないかと。
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4.  「明日の学び」プロジェクト 一人一人が
主人公になるような授業へ 

河合　教育のビジョンの中では、富士通の取り組み事

例が数多く載っていますが、その中で特に効果が出て

いるもの、注目を集めているものはありますか？

纐纈　「明日の学びプロジェクト」（注6）で昨年度から全国

5校、タイのチュラロンコン大学付属校に参加いただい

ています。2010年から始まったフューチャースクール

推進事業、そして学びのイノベーション事業ではタブレッ

ト1人1台でしたが、明日の学びプロジェクトでは 

2017年度までに国が目指す3.6人に１台に近い環境で提

供しています。使いたい時に1人1台で使える環境です。

一人一人が主人公になるような授業運営ができている

のではないでしょうか。また、先生から自分の資料を

他の先生にも使ってもらいたいと言われたことがあり

ます。先生方の知見を蓄えて二次活用する取り組みも

ポータルサイトを介して学校間共有の実証をしており、

同様のことが各教育委員会に広がればと思います。

 

纐纈　芳彰（こうけつ　よしあき）
富士通株式会社　公共・地域営業グループ　 
文教ビジネス推進統括部長
1989年 富士通株式会社入社。東海・首都圏地区における自治体・
文教ビジネスの営業を経て、2009年から文教市場における企画・
拡販支援を担当。現在は文教ビジネス推進統括部にて以下の業
務に従事。全国の大学、小中高校における当社プロダクト・サー
ビスの企画および拡販活動。文教ユーザー会事務局活動。最近
はタブレット関連の教育分野への普及・拡大に取り組んでいる。

大島　「明日の学びプロジェクト」では、フューチャー

スクール推進事業、学びのイノベーション事業での知

見が活かせていると思っています。これらの事業では

先進的な学校として取り組みをサポートして進めてい

ましたが、その知見を今度は普通の学校に活かし、国

の実証事業ではなく1民間企業とパートナーが組んで進

めています。先生方には授業でICTをどのように使えば

より良い授業になるのか、研究いただいています。利

活用も進んできて、生徒も楽しんで学んでいるのでは

ないでしょうか。「あそこは特別だから」ではなく、「じゃ

あ、みんなやって行こう」と、普及も進められると思い

ます。

中尾　一番の課題は先生の負荷の問題で、ICTで余計な

仕事が増えるという感覚を払拭するために、キーソリュー

ションである「知恵たま」は最初に「らくらく」というキー

ワードを出して、誰でも使えることを謳っています。

河合　タイでの活動は、どんな感じですか？

纐纈　タイではチュラロンコン大学付属中学校高校で、

日本国内と同様の環境で使っていただいています。2週

間前に見学しましたが、ある社会の先生は「世界一の知

恵たまユーザー」というくらい使いこなされ、自作の

PowerPointを生徒に配信し、考えを書き込ませて、電

子黒板で提示しながらディスカッションする授業をし

ていました。その先生はWorldWideに教材を共有する

コミュニティに入っていて、そこで共有したワークシー

トをアイデアに授業で実践していました。校長先生に

もう1クラス分増やしたいと言われましたので、さらに

広がりを見せる可能性を感じています。

大島　チュラロンコンは、フューチャースクール推進

事業と学びのイノベーション事業の実証校だった和歌

山市立城東中学校と広島市立藤の木小学校を見学され

たのがきっかけで、「明日の学びプロジェクト」にご参加

いただき、実際に導入いただく話になりました。日本
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で培ってきた教育のやり方に共感されて、今はタイと

しての使い方になっているのかと思います。

佐藤　ICT教育の輸出は国も今後の取り組みテーマに掲

げていますが、先行する他国の動向を見ると、現地のニー

ズや文化への適応に苦労している例が少なくありません。

富士通が現地の先生方と共にタイならではのICT活用を

見出してきた経験は、ICT教育輸出のあり方を示す、1つ

のモデルケースと言えるのではないでしょうか。

5.  教育へのICT活用によるコミュニケーション
の変化は？ 

河合　教育の情報化は、コミュニケーションの活発化

につながるというお話がありましたが、コミュニケーショ

ンも先生と児童だけでなく、子供同士や子供と地域社会、

子供と保護者など、いろいろあります。どの部分が重

要ですか？

纐纈　「明日の学び」では先生同士、児童と先生、児童

同士がメインとなりますが、それ以外に教育委員会と

先生や学校間もコミュニケーションできる仕組みを取

り入れています。今年の夏は5校の先生に集まっていた

だき、事例発表・共有するワークショップを行いました。

今後学校を跨るコミュニケーションも活発になるので

はと思います。遠隔交流として静岡と札幌をつないだ

授業も行われて、こうした取り組みが広まって行くでしょ

う。距離を越えられるのはICTの長所かと思います。

中尾　ICTを活用するコミュニケーションの意義として

多様性重視の側面があります。今までは教室で元気が

いい子が指されて発言しがちでしたが、ICTで自分の思

いを表現して発表することで、普段あまり活発でない

子が注目を浴びたり、表現の仕方によって様々な才能

が出てくるという意味で新たなコミュニケーションが

あります。

河合　フューチャースクール、学びのイノベーション

の時、児童・生徒達のコミュニケーションがよくなり、

お互いを理解し合えるようになって、いじめが少なくなっ

たという話を校長先生から聞きました。ICTの効果は思

わぬところで出て来ますね。

佐藤　ICTでコミュニケーションを促進するツールとし

てSNSが挙げられますが、教育用SNSの活用では、ある

先生が他国の先生と教材を共有したり、児童・生徒達

が他国の児童・生徒達と交流する授業をSNSを用いて

行ったところ、自然に児童・生徒同士がコミュニケーショ

ンを始めて英語や互いの国の文化を学ぶようになった

例もあります。自由な発想でICTを活用することで色々

な可能性が見えてくると思います。

佐藤　善太（さとう　よしたか）
株式会社富士通総研　公共事業部　シニアコンサルタント
2010年 富士通総研入社。主に公共分野、教育分野を対象とし
たコンサルティング業務、調査研究業務に従事。公共分野では
行政経営、公営企業経営、産業振興・地域振興に関する調査・
計画立案や、業務・IT改革支援等に従事。教育分野では初等教
育～高等教育でのICT導入・利活用に関する実証事業や、教育
ICTに関する国内外の先進事例・動向に関する調査研究等に従事。

河合　ICTの長所としてコミュニケーションと、情報や色々

なプロセスを蓄積できるところがあると思いますが、「知

恵たま」（注7）はその辺を担っているのですか？

宇野　ICTを使わないこれまでの授業のやり方では学習

情報は点在し、先生方個人で累積するのは多大な負荷

フォーカス

ICTを活用した学びのイノベーション
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がかかります。そこで「知恵たま」は「使って、溜めて、

活かす」をコンセプトに開発を行いました。ただ単に使っ

て溜めて活かすだけでは、実際に何に効果があるか先

生にわかってもらえないので、「知恵たま」で溜まったも

のを、いかに気づきとして与えることができるかとい

う点に着眼しています。そこで、学習情報を使って溜

める際にシステム側で自動的にタグを付けたり、先生

が自らタグを付ける機能を実装しています。これによっ

て、学習情報としてできたものを一方向だけでなく、

別の観点からも見ることができれば児童・生徒が自ら

主体的に気づきを得て次のステップに行く形になって

いくのではと考えています。

 

宇野　剛（うの　つよし）
富士通株式会社　行政・文教システム事業本部 
次世代教育ソリューション統括部　 
第二ソリューション開発部　部長
1993年 富士通株式会社入社。システム本部において、主に特
別区の図書館へのシステム導入と運用保守に従事。2004年か
らは文教本部においてパッケージ開発担当となり、公共・大学
図書館向けの開発を経て、2012年よりK-12ブランドで初等中
等教育向けの開発を実施中。現在は開発とともに、他社とのア
ライアンスを含めた教育エコシステムの実現に取り組んでいる。

河合　実際に使われている先生・児童・生徒達の反応

はいかがですか？

宇野　「知恵たま」は、この教育ビジョンからコンセプ

トを使って説明すると、先生方に理解していただきや

すいと感じています。

中尾　先生の学習履歴を残したいという思いを叶えら

れるツールだと言えます。元々先生方は自分たちが教

えたもの、児童が蓄積したものを残したいという欲求

があったのではないでしょうか。

宇野　「知恵たま」には利用実績から、児童・生徒と先

生がどのように授業を行ったかを確認できるプロトタ

イプ版のアプリケーションがあります。今後はこれによっ

て、児童・生徒の学習行動が日々どう変わっているの

かを先生が気づき、最終的には保護者とのコミュニケー

ションにも使えるようになればと思います。

河合　教育を質的にどんどん変えていけるツールですね。

宇野　先生が気づき、児童・生徒が気づき、さらにど

う良くしていくかの正のスパイラルに入ってもらえれ

ばいいと思います。

6.  教育の質を換えていく動きに対する国や
自治体の反応は？ 

河合　富士通の教育の質を変えていく動きに対して、

業界や国や自治体で色々な反応があるかと思いますが、

大島さんは何か気づかれたことはありますか？

大島　政府の方針も教育ビジョンで掲げているものと

大きな相違はないと思っています。政府は人口減少社

会の中で国力を支え、豊かな社会を実現していくために、

教育でどう課題を解決して新しいものを作って行くの

かを考え、高大接続改革や、大学・大学院改革、初等

中等教育の学習指導要領の改定等を進めていると思い

ます。富士通は不確実な世の中でテクノロジーでどう

社会に貢献できるかという点から今回の教育ビジョン

を作り上げましたが、大きな方向性は合っていると思

います。富士通では人対ICTではなく、人対人の活動を

ICTが支援することを中心にやっていきたいと思っていて、

そこに共感いただける企業やパートナーと協働してい
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きたいと思っています。生徒同士、先生達と議論しな

がら、「こういう考え方があるんだ、じゃあ、こう学ん

でみよう」と、好奇心を持ってチャレンジしていく学び

の姿であって欲しいと思います。それを支援、実現で

きれば素晴らしいと考えています。そういう考え方を

業界団体等にも訴えかけて、賛同いただける会社が多

くなればと思います。

大島　喜芳（おおしま　きよし）
富士通株式会社　政策渉外室　マネージャー
1998年 富士通株式会社入社。東北地区におけるエネルギー業
界に対する営業業務を担当。2009年社外派遣留学制度により
慶應義塾大学大学院経営管理研究科へBA（経営学修士）を取得
後復職。2012年から政策渉外業務に従事。主に教育の情報化等、
これからの教育、関連ビジネスに関して活動。

河合　知識重視からアクティブラーニング（注8）や活用能

力といった方に行くと思いますが、富士通の中で情報

の活用能力を高める取り組みは何かありますか？

中尾　数年前から横浜国立大学と富士通研究所と共同

でキュレーション・ラーニング（注9）をテーマに研究を進

めています。キュレーションは、NAVERなど、世に言

う「まとめサイト」ですが、これだけ世の中にインターネッ

トが氾濫すると、情報をどうまとめるかの力が重要で、

それが21世紀スキルにつながるという話があります。

今までは自分で書いた論文やレポートを出す、剽窃を

禁じられる世界でしたが、キュレーションは色々なも

のを引っ張ってきてよい前提で、その上で自分の考え

をどうするかという、今までとは反対の力が求められ

ています。これは先生にも学生にも非常に好評で、そ

ういう情報活用能力は社会人になっても役立つと思い

ます。そのキュレーションのツールは今後の教育の本

丸として非常に期待していて、ぜひ近々製品化したい

と思っています。キュレーション・ラーニングについ

ては、富士通研究所がプレスリリースでも発表（注10）し

ています。

河合　最後に、これからの取り組みなどについて、コ

メントをお願いします。

中尾　MOOC（注11）に代表されるデジタルラーニング（注12）

が普及しますが、デジタルラーニングのコミュニケーショ

ンのプラットフォームを作って、学生だけでなく、生

涯教育や、富士通ビジョンでも掲げている「学び続ける

人々」のために価値提供したいという思いがあり、来年

発信しようと思っています。もちろん既存の大学の教

育の本丸も継続しますが、学生以外の生涯教育を目指

して一歩踏み出してみるのが新しい取り組みになります。

河合　MOOCをもっと拡大する感じですか？

中尾　MOOCという言葉の範囲を超えているかと。

MOOCはフリー前提で、ビジネスモデルをどう作ってい

くかが難しいと言われています。お金儲けばかりでは

なく、サステナビリティが大事なので、どう維持して

行くか、特に価値のあるコンテンツはお金を払っても

学ぶ機会ということもあると思うので、あえてMOOCと

言わずに「デジタルラーニング・プラットフォーム」と

呼ぼうと思っています。

河合　海外では、そうしたデジタルラーニングの流れ

が広がっているのでしょうか？

佐藤：MOOCは大学の講義の無料配信を出発点にしてい

ますが、最近では企業の人材育成や社会人の自己啓発、

初等中等教育なども対象としたデジタルラーニング・

フォーカス

ICTを活用した学びのイノベーション
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プラットフォームが普及しつつあります。ビジネスモ

デルも多様化しており、大学教授だけでなく一般の会

員が自ら有料講座を配信できるようにして、その収益

の一部を事業運営に充てる例や、MOOCで学ぶ会員と企

業とのマッチングにより事業収益の確保を図る例など、

様々な手段でマネタイズを行い、サステナブルな事業

運営を図る例が出ています。

大島　MOOCは日本では後れ気味と思っています。アメ

リカはコーセラ（Coursera）、エデックス（edX）、ユー

ダシティー（Udacity）が有名ですが、特にコーセラの学

習者数は1千万を超えています。ヨーロッパ系でも軒並

み100万を超える規模となっています。対して、日本で

は15万弱です。そこは生涯学習という形も含めて広め

ていかなければいけません。そのためにサステナビリティ

がしっかり見える形にならないといけないと考えます。

社会を変えていくためにも、富士通としてぜひ取り組

んでいきたいですね。

河合　今日は貴重なお話をありがとうございました。

ぜひ富士通のよい取り組みをサステナブルに続けてい

かれるようご活躍ください。富士通グループの取り組

みが世界の子供達の生きる力につながり、社会全体の

発展に寄与できることを願っています。

（注1）  フューチャースクール ：総務省が2010年から3年間行った
推進事業で、ICT機器を使ったネットワーク環境を構築し、
学校現場における情報通信技術面を中心とした課題を抽出・
分析するための実証研究。

（注2）  学びのイノベーション事業 ： 文部科学省が実施したICTを活
用した教育の効果・影響の検証、効果的な指導方法の開発、
モデルコンテンツの開発などの実証研究。「教育の情報化ビ
ジョン」に基づき、21世紀を生きる子供たちに求められる
力を育む教育の実現を目的として実施。

（注3）  肉体的・精神的健康や、忍耐力、やる気、自信、協調性といっ
た社会的・情動的性質のこと。

（注4）  世界の教育関係者らが立ち上げた国際団体「ATC21s」（The 
Assessment and Teaching of 21st-Century Skills＝21世
紀型スキル効果測定プロジェクト）が提唱する概念。これ
からのグローバル社会を生き抜くために求められる一般的
な能力を指す。批判的思考力、問題解決能力、コミュニケー

ション能力、コラボレーション能力、情報リテラシーなど、
次代を担う人材が身に付けるべきスキルを規定したもので、
各国政府も知識重視の伝統的な教育から21世紀型スキルを
養い伸ばす教育への転換に取り組み始めている。

（注5）  ブリティッシュ・コロンビア州教育省様より児童・生徒情
報システム「ConnectEdBC」の構築と運用管理を受注（プレ
スリリース）

（注6）  明日の学びプロジェクト：富士通で2014年9月から国内 
5校＋海外1校の計6校のご協力で普通教室でのICT利用促進
を目的として実施しているプロジェクト。

（注7）  知恵たま ： ICT利活用の日常化に伴い必要となる学習情報の
管理を行い、子供達の教え合い学び合いを支援する富士通
のソリューション。

（注8）  アクティブラーニング ： 能動的な学習。授業者が一方的に
知識伝達を行う講義スタイルではなく、課題研究やPBL
（project/problem based learning）、ディスカッション、
プレゼンテーションなど、学生の能動的な学習を取り入れ
た授業形態のこと。

（注9）  キュレーション ： インターネット上の情報を収集しまとめ
ること。または収集した情報を分類し、つなぎ合わせて新
しい価値を持たせて共有すること。

（注10）  キュレーション・ラーニング ： 検索を知識に繋げる新しい
学習手法であるキュレーション・ラーニングと支援プラッ
トフォームを開発（プレスリリース）

（注11）   MOOC：Massive Open Online Course。巨大でオープンな
オンラインの授業。

（注12）  デジタルラーニング ： コンピュータと対話しながら進める
教育のこと。
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あしたを創るキーワード

「コンフリクト情報」で学びの対話を創り、
概念の理解に働きかける

笛吹　典子（うすい　のりこ）
株式会社富士通総研　経済研究所　シニアリサーチアナリスト

富士通入社後SE業務に従事、2007年に株式会社富士通総研へ出向。
ビジネスコンサルを経て、現在学びにおけるICT活用に関する調査・分析に従事。

❙❙執筆者プロフィール

学校教育での教科内容には、多くの学習者が理解につまずく概念（ものごとの見方・考え方、認識の枠組み）が

あります。特に慣性の法則のような科学的概念には、それまでの個人的経験に根ざした知識を再構造化しないと

理解できないものがあります。再構造化を促すために、学習者の考え方に対し、矛盾していて葛藤を起こす「コ

ンフリクト情報」の有用性に本稿では着目しています。この情報をICTで可視化・共有することにより、学びの対

話における気づきを増やし、個人的経験に根ざした既有知識の見直しを支援できる可能性があると考えています。

株式会社富士通総研
経済研究所　シニアリサーチアナリスト

笛吹　典子
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1. 概念理解のつまずき克服に向けて

従来より、学校の教科には、学習者の努力に関わら

ず共通して理解につまずく内容があります。特に慣性

の法則のような科学的概念では顕著です。アメリカ屈

指の大学の学生においても投射運動への正答は約3割で

した（1983年の調査報告）（注1）。現在、日本では18歳人

口の減少で選抜性の高い一部の大学以外は入りやすく

なり、また大学入試制度や高校のカリキュラムの多様

化で大学入学者の学力が多様になっています（注2）。大学

の理工学部では、高校の理数科目の未履修者や基本的

概念を理解していない学生への補習が多く見受けられ

ます。

そこで高校の理数教科の概念理解のつまずき克服に

向けて、授業における学習者同士の対話での気づきを

増やすための情報活用とICT支援について述べます。

2. 概念を「変えること」につまずく

科学的な概念の中には、学習者自らのそれまでの概

念を「変えること」につまずき、学習継続が困難になる

ものが知られています。例えば「数」の概念は、乳幼児

には1個2個と数え上げられる自然数と認識されていま

すが、学齢期になると、「無限に分割され得る連続体で

ある」と概念を変えることが必要で、これが割り算のつ

まずきの原因の1つと考えられています。また、ガリレ

オが自由落下において物体の重さと速度は独立に考え

なければいけないと見出し、従来の概念を変えたように、

学習者に歴史上の発見と同じことを起こさなければな

らないものも多いと言われます（注3）。

ところで、理解する、つまり「分かる」には、概念を

構成する知識との関係において2つの形態があります。

概念を変えずに新たな知識を増やしたり洗練させたり

する「知識の豊富化」と、概念を変える、つまり、ある

領域の理解にとって核となる原理が変わる「知識の再構

造化」です（注3）。

概念を変えることにつまずく、すなわち知識が再構

造化されない理由として以下のことが挙げられていま

す（注3）（注4）。

• 個人の既有知識には、重い物体は軽い物体より速く落下

する、といった個人的経験が含まれて構成されている

• 頭の中の様々な既有知識が、（正しいとされる新しい

概念から見ると）不適切かつ強固につながり、概念と

して構造化されている

• 新しい概念が、実生活や社会で直面するような状況で

の価値として知覚されない 

このような個人的経験に根ざした既有知識の再構造

化を促すには、図1のように思考だけでなく「気づく/ 

●図1　学びの過程から見た2つの「分かる」 

気づく、
知覚する

覚える、
記憶する

考える、
思考する

分かる、
理解する

使う、
活用する

新たな概念
の理解

あり（知識の再構造化）

気づく & 考える

先行概念の変化

理解に至る過程

学びの方途例

学びの過程

アウターループ側 インナーループ側

なし（知識の豊富化）

考える

活用する情報 コンフリクト情報 学習履歴、設問への正誤

協働的な学び（対話） 主体的な学び

※過程は必ずしも
　一方向の流れではない

2つの
「分かる」
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あしたを創るキーワード

「コンフリクト情報」で学びの対話を創り、
概念の理解に働きかける

知覚する」の関わりが大きいと考えています。図1は学

びの過程を「分かる/理解する」を中心にダブルループと

して捉えたものです。ここでの「分かる/理解する」とは、

問いかけている対象について他との差異が見出せて、

個人の頭の中で「分ける」ことができる状態のことです。

3.  知識の再構造化に向けた、「コンフリクト
情報」による働きかけ

学校の授業で積極的に気づきを起こすには、学習者

同士の対話により個人に内省を促す、協働的な学び等

に一定の効果が期待できると思います。ここにさらに、

異なる経験や価値観を持つ他者との対話の内容の焦点

を絞り、気づきを増やすために「コンフリクト情報」が

有用であると考えています。

「コンフリクト情報」とは、学習者のそれまでの考え

方に対し、矛盾していて葛藤（コンフリクト）が生起さ

れる情報のことです。例えば、高校物理の波動において、

学習者の「波は媒質とともに移動する」といった不適切

なそれまでの先行概念に対して、「水面のマッチ棒は上

下運動をしていて、波とともに移動しない」等のコンフ

リクト情報に数多く直面させます。この知覚を揺さぶ

る情報で、「波は移動するが波を伝える媒質は移動しな

い」という科学的な概念に変えることを促します（注5）。

「コンフリクト情報」には、教師が授業などで使う教

え方・教授方略としての情報があります。さらに、こ

の教師が与えるコンフリクト情報に対して、学習者一

人一人が何に気づき、どう考えて個人的経験に根ざし

た既有知識を見直し、理解に至ったのか、という学習

者の解釈が加わった情報があります。これを対話の途

中や振り返りで学習者が整理・体制化するといったや

り方で収集し、学習者同士の気づきを増やし、理解に

働きかけることができると考えます。ICTではこの2種類

のコンフリクト情報の可視化・共有を支援します。

「コンフリクト情報」が蓄積してくれば、カリキュラ

ムとリンクして、主体的な学びでの「自らの気づき」を

ICTで促進できる可能性があります。また、デジタル教

材等での学習履歴と併せて活用すれば、教師は対話の

グループ分けや授業の文脈づくり等、協働的な学びの

デザインに役立てることができます。

「コンフリクト情報」を中心とした学習データの活用

により、学習者一人一人の多様な経験を起点とした、

より確かな学びへ、ICTで一歩踏み込んだ貢献ができる

可能性があると考えています。

（注1） 梅本洋、認知的束縛と教育、2012年2月
（注2）  文部科学省、高大接続システム改革会議「中間まとめ」、

2015年9月15日
（注3）  今井むつみ、岡田浩之、野島久雄、新・人が学ぶということ 

─認知学習論からの視点、2012年4月
（注4）  エドワード・レディッシュ、科学をどう教えるか ─アメリ

カにおける新しい物理教育の実践、2014年9月30日
（注5）  高垣マユミ、田爪宏二、降旗節夫、櫻井修他、コンフリク

トマップを用いた教授方略の効果とそのプロセス、2008年
03月
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なげようとする動きが国内外で広がっている。

本稿では、データ活用の方向性を「アダプティブ・ラーニング」、「e-ポートフォリオ」、「データ・ダッシュボー
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 1.  はじめに─ICT活用の広がりと、データ
活用への期待の高まり

現在日本では、世界最先端IT国家創造宣言（2013年 

6月閣議決定）に掲げられた「2010年代中には、すべて

の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校で教育環

境のIT化を実現する」という目標の達成に向けて、学校

ICT環境整備のための地方財政措置や、効果的なICT利活

用の推進に向けた実証事業・調査研究等が国により進

められている。これを受けて、自治体・学校によるICT

環境整備・利活用の動きも徐々に広がってきている。

こうした中で、学校におけるICT活用のシーンも広が

りを見せている（図1）。教室内での情報端末や電子黒板・

電子教材等の活用や、教室外での体験学習におけるICT

活用は、すでに多くの学校で実践されている。これら

に加えて、学習・指導の質的改善、学校外とつながる

学びの実践や、幅広い学習機会の提供に向けたICT活用

も進みつつある（注1）。

ICT活用シーンが広がることで、情報端末や学習アプ

リやシステムから、多くのデータが生成されることに

なる。近年、こうした多様な学習記録データを「教育ビッ

グデータ」として有効活用し、学びと指導の質的向上を

図る動きが活発化しており、国内外で国・自治体や民

間事業者等が実証事業やソリューションの開発・教育

現場での運用に乗り出している。

本稿では、主に初等中等教育におけるデータ活用の

方向性について、国内外の事例や富士通グループの取

り組みを参照しつつ整理し、その実現に向けて求めら

れる取り組みについて考察する。

2. データ活用の方向性

初等中等教育におけるデータ活用において、収集・

分析対象となるデータは多岐にわたり、データの収集・

分析の単位も幅広い（図2）。

収集・分析対象となるデータとしては、まず学習履歴、

学習記録、学習成果物で構成される学習記録データが

ある（注2）。加えて、学習活動と学習指導要領との対応等

●図1　学校におけるICT活用シーンの広がりとデータ活用の取り組みの展開（注3）

ケーススタディ  1
学校教育の質的改善に向けたデータ活用

学習の場 ICT活用シーン例 ICT活用例・効果

学校 教室

教室外

学校外

活
用
シ
ー
ン
の
広
が
り

◆ 電子黒板・電子教材等を用いた、わかりやすい情報提示
◆ 情報端末の画面共有による、多様な意見の迅速な共有

◆ 情報端末による資料作成等を通じた、情報活用・表現力の獲得
◆ 個の特性・進捗の把握、学習・指導への活用

◆ 学習成果物の共有による、多様な見方・考え方の認識

◆ 校外での学習や実験・観察、自由研究などの際の柔軟な
 　情報収集、映像・データの記録

◆ 学習記録データに基づく学びの成果の振り返り・改善
◆ 学習記録データに基づく指導・ソリューションの改善

◆ 情報端末の持込・持帰り、学校と家庭の学びの円滑な接続
◆ 場所や校種を超えた学校間の連携を通じた学びの実現

◆ 地域・学校外の専門家との交流を通じた学習
◆ 民間企業・NPO等と連携した先端的学習
　（民間学習サービスの活用、プログラミング学習等）

◆ 遠隔授業・遠隔指導の提供による、学習機会の充実
◆ 自宅・病院で学ぶ子供や様々な社会・経済環境に置かれた
　 子供たちへの学習資源の提供

全体学習
課題の提示/発表・比較・まとめ

個人学習
調べ学習/資料作成/問題演習

グループ学習
話し合い・教え合い/共同作業

体験学習
校外学習/フィールドワーク

学習・指導改善
振り返り/指導・ソリューション改善

学校・家庭連携
学校・家庭間連携/学校間連携

地域・民間連携
地域との連携/企業・NPO等との連携

学習機会提供
離島・過疎地域支援/学習に困難を抱える子供の支援
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を示す共通メタデータや、児童・生徒の属性・成績・

生活記録、教員による指導記録といったデータも収集・

分析対象となる。データ収集・分析の単位も、児童・

生徒個人のデータ収集・分析を行うケースから、クラス・

学校単位、自治体・国単位でデータ収集・分析するケー

スまで様々である。

データ活用の主なパターンを上記のような収集・析 

データ種別、データ収集・分析単位に応じて分類すると、

図2に示す（1）～（5）のようになる。それぞれの活用パター

ンの内容、事例を以下に示す。

（1）アダプティブ・ラーニング

アダプティブ・ラーニング（AL）は、ドリル学習等の

結果から児童・生徒の学習進度・理解度を分析し、個

に応じた出題・学習経路の提示を行うものである。

この分野で特に注目を集める米国のベンチャー企業・

Knewton社は、大学向けに個々の学生の進捗・理解度

に応じた出題を行うサービスを提供して成績向上等の

成果を上げているほか、世界各国の教育コンテンツ事

業者と提携してALのサービスを提供している。日本でも、

立命館守山中学校・高等学校が独自にAL用プラット

フォームを開発し、英語・数学学習に利用している。

また岡山市の公立中学校でも、岡山大学大学院との連

携の下、ドリル学習結果を蓄積・分析し、生徒一人一

人の学習進度を可視化して、次の学習に活かす取り組

みが行われている。

なお上記の事例は、基本的に知識の効率的な習得を

支援するものとなっている。知識習得にとどまらない

幅広い学びの支援には至っておらず、今のところALが

支援できる学習領域は限られている。ただし、児童・

生徒の着実なステップアップを支援する方策としての

可能性は大きく、今後も取り組みが広がっていくもの

と期待される。

（2）e-ポートフォリオ

e-ポートフォリオは、児童・生徒の作成した資料・ワー

クシートなどの学習成果物や、成績・評価等の記録を

蓄積し、学びの記録の振り返りや、学習・指導の改善

●図2　データ活用の主なパターン

データ活用パターン

デ
ー
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集
・
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析
単
位

（
小
）個
人
・
ク
ラ
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学
校
・
自
治
体
・
国（
大
）

！

学習記録データ

収集・分析データの種別

共通メタデータ（学習指導要領との対応等）

学習履歴・学習記録
（プログラムログ、問題解答・評価、メモなど）

学習成果物
（児童・生徒の作成資料、ワークシート等）

児童・生徒の属性・成績・生活記録
教員による指導記録等

（校務システムデータ・各種調査データ等）

（2） e-ポートフォリオ
児童・生徒の学習成果物や
成績・評価の記録を統合的に
蓄積し、学びの改善に向けた
気づきを得る

（1）アダプティブ・ラーニング
学習進度・問題正否等のデータを基に
児童・生徒へ個に応じた最適な学習経路を提示

（3）データ・ダッシュボード
児童・生徒の学習状況に関するデータ、校内システムデータ
などを収集し、グラフや表などを用いて多角的に可視化・分析

（4）ラーニング・アナリティクス
学習者の属性・行動・学習成果等に関する多様なデータの収集、
統計分析を通じて、学びや指導の最適化に向けたポイントを導出

（5） 教育オープンデータ
公的機関の保有するデータを民間に公開し、
データを活用した調査研究・事業開発等を促進
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に役立てるものである。

富士通がカナダのブリティッシュ・コロンビア州全

土の学校に提供するシステム「ConnectEdBC」（注4）も、

K-12（幼稚園から高校まで）の児童・生徒の学びの記録

を蓄積する機能を提供する。こうした情報を児童・生徒、

教員、保護者が共有し、スマートデバイスからも情報

にアクセス可能としている点が特徴的である。また日

本で提供するソリューション「知恵たま」（注5）は、授業で

使用する教材や児童・生徒の作成資料等を蓄積する。

これらを教員同士あるいは児童・生徒間でスムーズに

共有し、作成者や教科などの条件で柔軟に検索・参照

することも可能である。

学校では、学習成果物やその他の学びの記録が情報

端末やサーバー上などに散在し、統合的に蓄積・活用

できる状態になっていないことも多い。e-ポートフォリ

オは、こうした課題を解決しつつ、学びと指導の質的

向上に貢献し得る有効なツールと言える。

 

（3）データ・ダッシュボード

近年、国内外の民間事業者の提供する学習アプリには、

学習アプリによる学びの記録をグラフや表で可視化し、

学習者にフィードバックする機能を搭載するものが多

くなっている。これに加え、海外では、児童・生徒の

学習状況・学校生活に関するデータを様々な学習アプ

リやシステムから収集して可視化するダッシュボード・

ツールの提供例も見られる。

例えば、米国の非営利団体Ed-Fi Allianceは、学校や

学区の管理する様々なシステムから児童・生徒の属性・

学習状況・出欠・成績等に関するデータを抽出し、多

角的に可視化・分析するツール（Ed-Fi Dashboard）を提

供している。児童・生徒個人の出欠や成績に加え、ク

ラスや学校・学区単位の状況もダッシュボードで効率

的に把握・分析可能となっており、全米各地で導入が

進んでいる（注6）。

複数のシステムのデータを連携・活用するツールの

導入が米国で広がっている要因として、学校教育に関

わるデータの標準化が進んでいることが挙げられる（注7）。

日本の標準化の取り組みは後れをとっており、こうし

た柔軟なデータ連携・活用が広がるにはまだ時間を要

すると見られる。

（4）ラーニング・アナリティクス

ラーニング・アナリティクス（LA）は、学習行動や学

習成果に関するデータを、学習コンテンツやシステム・

情報端末等から幅広く収集し、統計分析等を通じて学

習や指導の最適化に向けた知見を導く取り組みである。

スマートフォンやタブレット、デジタル教材の普及が

進み、収集可能なデータの種類・量が大きく増加して

きたことを背景に、近年、国内外でLAへの関心が高まっ

ている。

LAの活用は、高等教育で先行して進んでおり、富士

通でもこれまでに、大学の授業支援システムデータか

ら学生の学習行動を可視化し、指導改善に役立てる取

り組み（注8）や、様々なシステムデータから退学者の傾向

を分析し、機械学習により退学者を予測するモデルを

開発する取り組み（注9）などを行ってきた。

今後は初等中等教育でも、児童・生徒の学力・学習

成果の向上、生活・行動面でのケアの充実等に向けて

LAを活用する動きが活発化すると想定される。すでに、

京都市が中学校でのタブレットPCを用いた学習のログ

を解析し、生徒の学習行動と学力との相関関係を検証

する実証事業に取り組むなど（京都ICT教育モデル構築プ

ロジェクト、2015年～）、先駆的な取り組みが始まって

いる。

ただし、LAの実践においては、個人情報を含むデー

タの適切な管理をはじめ、困難な課題と向き合うこと

も求められる。データの保護と活用をいかに両立する

かが今後のLAの普及に向けた鍵と言える。

（5）教育オープンデータ

海外では、公的機関が保有する学校教育に関するデー

タを「教育オープンデータ」として公開し、民間での幅

広い活用を促す取り組みも見られる。

例えば、イングランド教育省では、2014年から、児童・
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生徒の属性や学校生活の状況・テストスコアなどをデー

タベース（National Pupil Database）から抽出し、調査

研究等への活用を希望する民間団体に提供している。

また米国・バージニア州教育省も、児童・生徒・学生

の属性や成績・就業後の年収といったデータを公開し、

アプリ開発等への幅広い活用を促すプログラム

（Apps4VA）を実施している。

日本ではこうした大規模な「教育オープンデータ」の

取り組みはまだ見られないが、将来的なデータ活用の

方向性として検討していく余地があるだろう。

3. データ活用に向けて求められる取り組み

（1）学校・自治体に求められる取り組み

学校や自治体がこうしたデータ活用に取り組む場合、

どのように検討を進めていくべきだろうか？ 第1に、教

育・指導上の目的の設定が必要である。前述したように、

一口に「データ活用」といってもその内実は多岐にわた

ることから、教育・研究上の目的を踏まえてデータ活

用方針も明確化していくことが重要と言える。

その上で、第2に、必要なデータ項目とその収集・蓄積・

分析のプロセスや、システム基盤を設計していくこと

が求められる。この際、児童・生徒や教員の日常的な

学習・指導に極力影響を与えず、無理なくデータ活用

を実現するプロセスやシステムを設計することが望ま

しい。

また、データ活用の取り組みは多くの教員・学校にとっ

てなじみの薄いものであるため、第3に、データ活用を

円滑に実践するための教員研修や、体制整備も必要で

ある。

第4に、個人情報保護法や個人情報保護に関する条例、

自治体のセキュリティポリシー等に照らして、データ

活用の取り組みに問題はないか、十分な検証が必要と

言える。

（2）業界団体等に求められる取り組み

学校・自治体での取り組みを促進するうえでは、教

育ICT関係事業者で構成する業界団体、国等による取り

組みも重要となる。図3にも示しているとおり、第1に、

データの円滑な流通・連携に向けた標準化の推進が挙

げられる。学習記録データ、校務システム、データ連携、

データ分析用フレームワークなどについて、業界団体

や国により迅速に標準化が進められることが望まれる。

第2に、2015年9月に成立した改正個人情報保護法の

施行も踏まえ、データの保護と活用を両立するデータ

管理のあり方について指針を示すことがある。学校・

●図3　データ活用の普及推進に向けて求められる取り組み例

収集

蓄積

分析

校内
システム

クラウド
外部アプリ

学習データ
ストア

（1）データ活用に向けて学校・自治体に求められる取り組み

（2） データ活用に向けて業界団体等に求められる取り組み

i. 教育・指導上の目的の明確化と、データ活用方針の設定
ii. データ収集・蓄積・分析のためのプロセスと、システム基盤の設計
iii. データ活用を実践するための教員研修・体制整備
iv. 個人情報保護に係る法令・指針に対応したデータ管理の確立

i. データの円滑な流通・連携に向けた標準化の推進
 （学習記録データ、校務システム、データ連携、分析フレームワーク等標準化）

ii. 改正個人情報保護法に対応したデータ活用・保護のあり方に関する
 指針の整備

iii. データ活用に向けた知見の蓄積・共有
 （ラーニング・アナリティクスに関する知見の共有等）
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自治体が個々にこうした指針を検討するのは難しく、

業界団体等による指針の検討・提示が重要になるだろう。

第3に、データ活用に関する知見の蓄積・共有がある。

特に新たなデータ活用領域であり、初等中等教育での

実践例も少ないLA等について、先行的な取り組みで得

られた知見を蓄積・共有していくことが重要と考えら

れる。

4. おわりに

以上、本稿では、学校教育におけるデータ活用の方

向性とその実現に向けて求められる取り組みについて

整理・考察してきた。学校・自治体におけるデータ活

用については課題も多いが、富士通総研では、これま

で国の実証事業で学校現場でのICT利活用・運用に携わ

り、データ活用の取り組み事例・動向についての調査

研究等も行ってきた実績を活かし、課題解決を支援し

ていきたい。

また富士通総研では、データ活用を含む教育ICTの最

新動向について継続的にリサーチを行っている。国内

外の教育ICT市場に関する調査等をご希望の際にも、是

非ご相談いただきたい。

（注1）  総務省が進める「先導的教育システム実証事業」において、
今後目指すべき学習・教育モデルを実践する取り組みとし
て「ICTドリームスクール実践モデル」に選出された11の取り
組みも、この方向性に沿ったものとなっている。

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000384975.pdf
（注2） 学習記録データの定義は下記参照（文部科学省：学びのイノ

ベーション事業実証研究報告書、2014）。
（注3） 文部科学省：教育ICT活用実践事例（http://jouhouka.mext.

go.jp/school/education_ict_katsuyo/）、文部科学省：「ICTを
活用した教育の推進に関する懇談会」報告書、2014、総務省：
「ICTドリームスクール懇談会」中間とりまとめ、2015、等を
基に作成。

（注4） 富士通プレスリリース（2013年12月3日）参照。
 http://pr.fujitsu.com/jp/news/2013/12/3-1.html
（注5） 知恵たま：富士通ウェブサイト参照。
  http://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/education/

school/learning/chietama/

（注6）  Ed-Fi Allianceウェブサイトによれば同団体の提供する技術
を適用する学区は10,000以上で、全米学区の55%に上ると
されている。

 http://www.ed-fi.org/news-community/
（注7）  米国の標準化動向については以下を参照（富士通総研：教育

分野における先進的なICT利活用方策に関する調査研究、 
2015、p.178–9）

（注8）  永井敦士ほか：大学向け授業支援システムCoursePowerに
おける学習行動可視化の取組み、FUJITSU、Vol. 36, No. 4, 
p.27–32（2014）

（注9）  大友愛子ほか：学内データの活用～大学における IR
（Institutional Research）への取組み～、FUJITSU、Vol. 36, 
No. 4, p.27–32（2014）
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ICTを活用した21世紀型スキルの育成
─キュレーション学習─

ケーススタディ  2

産業基盤経済から知識基盤経済へと進展している21世紀においては、「知」をめぐるグローバルな競争が激しく

なり、新しく知識を創出し続けることに大きな意味を持つ社会となっている。多くの国で教育制度もこの変化に

応えなければならないという認識がなされており、このような社会で求められる能力には、知識創造力のほか、

批判的思考力、問題解決力、コミュニケーション力、ICT活用力などがあり、「21世紀型スキル」として定義され

ている。日本においても工業社会型（「ものづくり」重視型）から知識創出型（「こと創り」重視型）の教育へ転換し、

21世紀型スキル（注1）の育成を目標とする学校教育の実現が緊急の課題と言われている。

21世紀型スキルの育成には、絶えず思考を続け、主体的に学ぶ姿勢が重要である。これを実現する方法の1つが、

学習者が自ら探究の視点を立て、散在する情報を収集、選別、整理、解釈する活動を通じて、主体的に学ぶ姿勢

を育む「キュレーション（注2）学習」である。本稿では、大学の講義・教育の中で「キュレーション学習」を活用した

事例および21世紀型スキル育成に関わる効果について述べる。
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1. 21世紀型スキル育成への課題

国際団体ATC21S（Assessment and Teaching of 

21stCentury Skills）では、世界各国の研究者や政府、国

際機関が連携して「21世紀型スキル」を10種類の力と定

義している（図1）。これらの力は、教員から知識・定型

的なスキルを学生に注入するというような従来の受動

的な学習方法では培うことが難しいため、思考を促進し、

主体的かつ能動的に学ぶ「アクティブラーニング」への

転換が必要とされている。

これを実現する1つの方法が、散在する情報を独自の

視点でさがし、まとめ考察することで、主体的・能動

的な学びを促す「キュレーション学習」である。近年、ウェ

ブを活用した学習法が盛んに研究されているが、キュレー

ション学習では、ウェブ上のコンテンツを探索（さがす）、

探索したコンテンツを要素としたまとめを作成（まとめ

る）、まとめの学習者間での共有を通じた発展的な学び

（ひろげる）、という3つの学習活動を通して、21世紀型

スキルの醸成を目指している（図2）。2012年より日米

の大学教育現場において、キュレーション学習に関す

る実証研究を開始しており、次章以降で2つの実践事例

を紹介する。

2. 横浜国立大学様との共同研究

（1）実践事例概要

横浜国立大学様と2014年から2015年にかけて共同研

究を行い、計6科目の講義、のべ376名の学生を対象に

キュレーションを活用した教育を実施している。

2014年度は、キュレーション学習の「さがす」「まと

める」の学習活動を中心に研究を進めた。

情報システムの経営における意義の理解を目的とし

た講義（受講者数35名）では、授業時間外で知識習得を

済ませ、授業では知識確認や応用的な学習を行う反転

学習の考えを取り入れ、大きく3つのステップから構成

される授業デザインを採用した（図3）（注4）。

●図3　授業設計例

ケーススタディ  2

ICTを活用した21世紀型スキルの育成

●図1　ATC21Sによる21世紀型スキル（注3）

●図2　キュレーション学習概要

分類 スキル
思考の方法 創造性とイノベーション

批判的思考、問題解決、意思決定
学び方の学習、メタ認知

働く方法 コミュニケーション
コラボレーション（チームワーク）

働くためのツール 情報リテラシー
ICTリテラシー

世界の中で生きる 地域とグローバルのよい市民であること
（シチズンシップ）
人生とキャリア発達
個人の責任と社会的責任（異文化理解と
異文化適応能力を含む）
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●図4　キュレーションの一例

①  教員から与えられたテーマに対して学習者は自身の

視点で事前にキュレートする

②  授業では前提知識がある程度備わっているものとし

て講義、討議を行う

③  授業後、学習者は事前に作成したキュレーションを

見直し、必要に応じて修正する

上記の授業デザインには、以下の3つのねらいが込め

られている（注5）。

Ⅰ 学習者に主体的な学習意識を持たせる

Ⅱ  独自の視点によって関連コンテンツに文脈を与える

ことが情報の寄せ集め以上の意味を持つことを理解

させる

Ⅲ 得られた知見を振り返りによってさらに洗練させる

学習者に向けてはキュレーションを通じて問題解決

や価値創造を目的とするという意義を説明し、キュレー

ション作成について、全体の要約と主旨（観点）を記載

する、自身の見解を必ず含める、一貫した文脈に沿っ

て作成する、などの指針を示した（図4）。

（2）評価手法と学習成果

キュレーション学習の教育効果を見るために、 評価尺

度による学習者態度の評価、学習者への授業アンケー

ト評価、教員への授業インタビュー評価を行った。

• 昨年度講義との比較評価

教員が説明資料を用意して解説することが中心であっ

た前年の同講義では、授業時間外の学習時間は同大学

の科目群平均とほぼ同じであったが、今回の講義にお

ける同学習時間は、前年より1授業あたり約1時間増加

した。毎回の予復習が求められる授業デザインにも関

わらず、講義の途中離脱者・課題の不提出がほとんど

見られなかったことを顧みると、主体的かつ継続した

学びが生まれていたことを表していると考えられる。

• 学習者による評価

回答者の約80％は学習の取り組みに変化があり、中

でも成長できた実感があるという声が多く聞かれた。

具体的には「予習・復習の重要性に気づき、積極的な学

習姿勢が出てきたこと」、「情報の取捨選択・視点の多様

性・情報の関連性の発見・自身の意見を持つことの重

要性を実感したこと」、「授業内容への理解が深まったこ

と」、「学習の記録や振り返りについて考えるようになっ

たこと」などに言及しており、前述した3つのねらいに

対して、いずれも一定の効果があったことを定性的に

確認することができた。

• 教員による授業評価

教員からは21世紀型スキルの「思考の方法」「働くた

めのツール」のスキル醸成に効果があったとの評価をい

ただき、「反転学習が成立し、授業中に意見が出るよう

になった」「歴史をたどるという従来の授業ではなく『今』

を考えさせることができた」というコメントをいただいた。

また、「キュレーション学習は再生産可能な知識の定

着ではなく、『様々な状況の変化に合わせて常に新しい

革新的な方法を生み出しながら柔軟に実行するスキル』

を主体的な学びによって促すものであり（注5）、21世紀型

スキル・研究者のスタンスを具現化する装置として、

良いと考えている」と、21世紀型スキルの育成に寄与す

るという手応えを感じていただくことができた。また、

今後について「キュレーションは教育ツールとして手応

えがあり、継続して活用・研究したい」との声をいただ
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いている。

3. 米国の大学での実践事例

（1）実践事例概要

日本国内での共同研究に先立ち、2012年より米国西

海岸のベイエリアにおいて、キュレーション学習の有

用性を確認するための適用実験を行ってきた（注6）。ここ

では、カリフォルニア大学バークレー校（以下UCB）に

おける取り組みを簡単に紹介する。UCBでは全米から多

くのスポーツ特待生を受け入れており、彼等の学業面

でのサポートのためにチュートリアルプログラムを立

ち上げている。本プログラムは、1名のプログラムコーディ

ネーターと各科目を専門に担当する約60名のチューター

によって運営され、約900名のスポーツ特待生に対して

提供されてきたが、以下のような課題が指摘されていた。

①  コーディネーターと現役または歴代チューター間で

の教材や指導のためのノウハウの共有

②  チューターの指導スキルの向上や学生の学習意欲の

維持

上記課題に対して、キュレーションとチューターや

学生が日常的に使っているLMS（学習管理システム：

Learning Management System）とを連携させること

によって、以下のような施策を実現した。

Ⅰ  オンライン上に散在する有用な教材の共有 

Ⅱ  チューターや学生のフィードバックによる教材のメ

ンテナンス

Ⅲ  オンライン教材を積極的に活用した学習プログラム

の作成

「さがす」「まとめる」「ひろげる」というキュレーショ

ンのサイクルを、オンラインで学ぶための環境づくり

へ応用した事例とも言える試みであり、学習プラット

フォームとして活用範囲の可能性を広げている。

（2）実践結果

3年間にわたる実践の結果、学生やチューター自身の

学びに対する姿勢の向上や、蓄積して来た情報の学習

教材としての質の向上などの成果がチュータプログラ

ムのコーディネーターから報告されている（注7）。特に、

教材の質に関する成果の一例として、「PDP（Pre-reading/

During-reading/Post-reading） Study Method」と題され

た、学習の基礎となる読解能力の育成に関してまとめた

キュレーションは、チューターや学生からの80以上の

フィードバックによって改版を重ね、本稿執筆時 

（2015年11月）において800以上のView数を誇り、学生

にとって必修の教材に育っている。

4. キュレーション学習プラットフォーム

キュレーション学習を実践するためには、方法論だ

けでなく、学習を支援するプラットフォームが必要で

ある。そのため、富士通では「さがす」「まとめる」「ひ

ろげる」という3つの学習活動を支援するキュレーショ

ン学習プラットフォームをクラウドサービスとして開

発し、両実証研究でも利用している。

横浜国立大学様での実証研究の最終授業後に実施し

た授業アンケート（回答率：83%）では、本プラットフォー

ムの機能に関し、さがす（調査/検索）・まとめる（調査内

容の記録/自分の考えを整理しまとめる）、といういずれ

の機能も「役立った」という回答が約83%～93%と高評

価であった。

UCBにおいても本プラットフォームには利用者からの

フィードバックを受けて洗練されてきたキュレーショ

ンが600以上も登録されており、UCBでのチュータリン

グプログラムの運営に欠かせない学習プラットフォー

ムになっている。

5. 今後の展開

横浜国立大学様における実証研究では、「さがす」「ま

とめる」「ひろげる」のキュレーション3ステップのうち、

「さがす（調べる）」「まとめる」の個人ワークを繰り返し、

自分の中で省察を深める点を中心に研究を進めてきた。

現在進行中の講義では、さらなる学びのステップとし
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て学習者間での学び合い、フィードバック、共同編集

など「ひろげる」の実践にも踏み込んでいる。また、思考、

学習活動や協働のプロセスと結果を蓄積し、分析する

ことで、学びの変容を可視化し、より良い学びの支援

につなげていく。

今後も、新たな学びの形に挑戦し、人材の育成をICT

で支えていきたい。

（注1）  文部科学省（2010）学校教育の情報化に関する懇談会（第 
7回）資料1「これまでの主な意見」

  http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/ 
1296728.htm

（注2）  「キュレーション（curation）」とは、「情報を選んで集めて整
理すること。あるいは収集した情報を特定のテーマに沿っ

て編集し、そこに新たな意味や価値を付与する作業を意味
する。」（朝日出版社「知恵蔵2015」より）

（注3）  三宅なほみ（監訳）、 益川弘如・望月俊男（編訳）、 P.グリフィ
ン・B.マクゴー・E. ケア（編）（2014）

  「21世紀型スキル：学びと評価の新たなかたち」北大路書房
より

  http://connect.ed.shizuoka.ac.jp/masukawa/index.
php?ATC21s

（注4） 渡邉俊一、志賀聡子他（2015）「キュレーションラーニング
による主体的な学習の促進」日本教育工学会第31回全国大会

（注5）  田名部元成、徐浩源他（2015）「コンテクスト作りによる学
び ─社会的学習に向けて」経営情報学会2015年秋季全国研
究発表大会

（注6）  内野寛治他（2014）「オープンコンテンツを活用した教育イ
ノベーションへの取り組み」雑誌FUJITSU 2014-5月号

（注7）  Tony Mirabelli他（2014）「Blended Learning: How Leaning 
Management Systems like Canvas can ”Flip“ how peer 
Tutors and Students Learn」NACDA2014 （bit.ly/1eGumjt）
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